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(1)1987年10月19日 の株価 大暴 落 につ いて
1987年10月 ユ9日は,ア メ リカの ニ ュー ヨー ク証
券取 引所 の工 業株30種 ダ ウ平均株 価が508ド ル も
暴落 し,同 時 に,ロ ソ ドソ,東 京,ボ ン,パ リの
株式市 場 に も波 及 し,「 暗 い月曜 日」 とな った。
そ の後紆余 曲折 を経 なが ら,ニ ュー ヨー ク,ロ ン
ドソ,東 京 の株 価 は,乱 高下 を示 し,多 くのエ コ
ノ ミス トに シ ョッ クを 与え た。
だ がそ の後世界 的 な株価 の連 鎖暴 落 は外 国為替
市 場 に も波 及 した。10月29日 の東京 外 国為替市 場
では円相 場 が1時1ド ル ー137円 台 を 示 し,約 半
年 ぶ りで 円 の最 高値 に迫 った ことで,為 替 市 場 の
危 機 も深 刻 に な った。1988年 には1ド ルUO円 に
な るだ ろ うといわ れて い る。 ドル危機 は構造 的性
格 を もつ よ うにな った。株式 と為替 の危機 が相 乗
作用 を ともなって表面 化 した のは,1980年 代 後半
におけ る世界 経済 の新 しい特 徴 とい って よい であ
ろ う。 ドル危 機(ド ル急落)の 進 行 に対 して,日 本,
西 ドイ ツ,ア メ リカを は じめ中央 銀行 が ドル 買い
の協 調 介入 に踏み 切 りs日 銀 は この 日も推定 約5
億 ドル の大規 模 な円売 り ドル買 いで 防戦 した ので
あ るが,こ こには,「 ル ーブル合意 」(1987年2月
の7か 国蔵相,中 央銀行総裁会議)に よる国際通 貨協
調政 策 が限界 に きて い る ことを意 味 してい る。 こ
の こ とは,国 際機 関投資 家 の資本 の論 理 が国家 間
の協 調政 策 の論理 を こえ て機 能 して い る こ とを意
味 して い る。
こ うした 現象 をみ て もわ か る よ うに,日 本 経済
は世 界経 済 に組み こまれ てい るとい って も よい。
世界 不 況が もはや シソ クロナイ ズ化 してい る。
だ が1987年10月19日 の株価 暴 落 と為 替相 場 の急
変 は,ア メ リカ経済 の構造 的体 質 の脆 弱性 を示 し
てい る といわ ざ るをえ な い。 ア メ リカ経済 は,鉱
工業 生産 指数 をみ て も,失 業 率 をみ て も,名 目個
人 消費総 額 をみ て も,こ の と ころ着実 に上 昇 して
い る。例 えば,鉱 工業 生産 指 数(1977年 をユ00とし
た場合)は,85年123.8,86年125.8,87年 の1～
4月 平均 が127.4,同 年5～7月 が129で あ り,失
業 率 は,85年7.010ｺ86年6.9%,87年7月 は5.9
%と82年 の9.6%時 代 か らみ る とか な り減 少 した。
名 目個 人 消費総 額 は,85年 の2兆6,294億 ドル,
86年2兆7,994億 ドル,87年7月 には2兆9,931億
ドル と増 加 してい る1)。 ダ ウ工業 株30種 も,1986
年 お よび87年(9月 まで)い ず れ も上昇 してい る。
と ころが,1987年10月 の株価 暴落 は,鉱 工業 生産
の増大 と逆 比 例 して起 った。 つ ま り景 気 が着 実 に
上 昇 してい る中 で,株 価 の暴落 を招 いた ので あ る。
もちろん,こ の時 点で,ア メ リカ連邦 準備制 度理
事 会(FRB)に よる景気 過熱 を 抑制 す るため の公
定 歩合 を1%上 昇 させ るとい う政 策構想 を具 体化
す る情報 が市 場 に流 れ,投 資 家 は急に株 式市 場 で
の株式 引 き上げ に まわ った とい う。 この結果,株
2 世界経済の中の日本経済の課題
価が暴落した とい う。それだけでな く,同 年10月
14日 に,8月 のアメ リカの貿易赤字が157億 ドル
の高水準に達 した とい うニュースが金利上昇不安
へ と連動 した ともいわれている。その他債権 の急
落,日 本 ・欧州からの ドル流入の減少な どが ドル
建て金融資産 の利殖低下 につなが ったことも考え
られる。 さらに,ア メリカの経常収支の赤字,財
政赤字 ともに,1,500億 ドルか ら1,700億 ドルの高
水準に達した ことも,急 落の原因であろ う。 この
赤字を海外か ら,と くに日本,西 ドイツか らの資
本輸入に依存 している体質 も,株 価暴落の背景に
ある。
この点について森田明彦氏は,こ う述べている。
「米景気は,連 続59ヵ 月上昇中だが,外 国政 府 資







収益 も,今 年,来 年 とも20%増 近 く と み られ,
『米国経済は健全だ』 とレーガソ大統領 が 株価暴
落に怒 った気持 も理解できる。だが,信 用基盤が
脆弱な経済は,し ょせん花見酒にしか す ぎ な い
と今回の株価 シ ョックは警告 している2)」。
この見解は,一 面 で,的 を突いている。今回の
アメ リカの株価暴…落は,1929年 の世界大不況の要
因 と似てい るが,当 時 と,今 日の経済環境はかな
り違っている。だが一部共通 してい る点 もある。




一方,当 時 と違 っている点は,ド ル本位性,情
報 の世界化,企 業 自体の経営の計画性,個 別政策
の対応性,危 機の予防措置,公 共的危機管理な ど
にある。 とくに こうした 「政策体系 」が,不 透 明
ながら存在 していることをみ る必要がある。
今 日の世界不況の現象は,1929年 恐慌 と一面 で
共 通す るが,他 面で,違 った性格を もっているこ
とを改めて知 る必要があろ う。当時 と違って,世
界経済がシソクAナ イズされているにも拘 らず,
アメリカは世界経済危機に対す るエ ゴイズム的対
応を展開 している。 これが問題であ る。 日本お よ
びECは,こ の対応を批判 し独 自の政策体系を示
すべ きである。 とくに,今 日の世界経済の危機を
もた らしてい るのは,ア メリカの ドル本位体制に




今 日 ドルの価値が低下しているに も拘らず,ド
ルが媒介通貨 としての役割を果 している点が問題
なのである。つ ま り,世 界の商品流通,貨 幣流通
の価値尺度 としての役割を ドルが果 しているので
あ る。 ドルが価値尺度 としての力量を失ってい る
に も拘らず,そ れを果 しているところに問題があ
るのであ る。世界通貨 としての ドルが虚偽の価値
尺度 として存在 しているか らである。
円をマル クに換え る場合 も,円 を ドルに換え,







か らこそ,そ の特権 を発揮できるのである。 アメ
リカは,貿 易の面で対外支払いをする場合,自 国
通貨 ドルで支払いをす る。途上国やその他の国は
そ うはいかない。 もしわが国が アメ リカ,西3一
ロッパ諸国との商品取引で,円 で支払いを した と
すれぽ,受 け取 ったほ うは,そ れを売 って ドルに
換え,そ の ドルを売 って 自国通貨に交換しなけれ
ば ならないのである。わが国の対外取引で も,表
面上円で決済したかにみえ るが,実 際は ドルで決
済 している。 アメ リカは基軸通貨 ドルで支払いで
きるとい う特権を,依 然 として享受 しているので
あ る。
だが この ドル本位制 のメカニズムは,そ の実質
世界経済の中の日本経済の課題
価値を失 っている以上矛盾にみちた ものになる。
それを 日本 とECな どが支えているのである。
周知の ように,国 際経済学の視点からいえぽ,
国際収支のバ ランスを確定す るには,2つ の方法
があ る。国際収支の赤字国は,総 需要を抑制 して
赤字をな くす努力をす る方法 と為替を切 り下げて,
赤字を減 らす方法 とがあ る。 この需要調整 と為替
調整の2つ の方法が,今 日うま く機能していない。
ドル本位制以降,各 国は,国 益第1に 考} ,為 替
タテ
相 場を盾 にして,経 済のナシ ョナ リズムを守 るよ
うになった。 とくに ドル本位制 にな ってか ら,為
替 がフロー トし,世 界の金融 自由化が進む中で,
ドル資産への需要が増加 し,ア メリカの経常収支
の赤字をさらに増大 させている。
こ うしてみると,ド ル本位制を改革し,当 面 ,
ドルを先進国で管理 し,国 際通貨決済 の価値尺度
としての役割を抑制し,実 物経済を基盤にした,
新 しい通貨体制 を構築すべ きである。
ドル本位 の市民的国際管理を 日本 とECは 提案
すべ きである。 このまま ドル本位制を野放しにす




,ア メリカの大手民間企業は,依 然 として
国益をはなれて地球的企業 として極大利潤を求め
て世界市場 におけ る地位を独占化 し,ア メ リカ国
民経済を半ぽ空洞化 している。1981年 の多国籍企
業 の資料でも,ア メ リカ多国籍企業は240社 で,
他 の先進国の多国籍企業 を圧倒している。 アメリ
カ以外の多国籍企業 の数をみ ると,イ ギ リス71社,
日本62社,西 ドイ ツ34社,フ ラソス21社,カ ナ ダ
第1表
一3一
17社 とい う順であ り,ア メリカ多国籍企業が海外
で市場占有化をはかっている。だがアメ リカ系多
国籍企業の世界的活動の中で,ア メ リカの国民経
済は半ぽ 「空洞化」しつつある。 ここにひ とつの
問題がある。




ここで,ア メ リカ経済の基本的問題 を表面にだ
したのは,ア メ リカ自身が,み ずか らの力量にお
いて,財 政赤字 と貿易赤字 と家計赤字を克服して
ドル危機を改革 しないかぎ り,世 界経済を安定 さ
せることができないか らである。 もしアメリカ病
が このまま続 くとすれぽ 日本は,た}ず その犠牲
を うけるであろ う。だからこそ 日本経済の構造を,
アメ リカ経済の再編成 の中で位置づけ るのではな
く,ア メ リカ経済に対 して厳 しい政策提言を示 し
ながら,日 本 の経済をa国 民本位 の生活に対応し
た経済の再編成 として位置 づ け るべ きなの であ
る4)。
(3>世 界一債権 国家 日本の問題点
こ うしてみ ると,ア メ リカ経済の基本問題を解
決 しない限 り,世 界経済の再建は困難であろ う。
だか らこそ,ア メリカ経済に組み込 まれてい る日
本経済は,み ずか らの対米依存体質を改め,世 界
経済の安定化の国際収支均衡をめざした座標軸 を
構築すべ きではなかろ うか。
今 日,日 本経済は,ま さに世界経済におけ る生
産カー流 の国家にな ってしまった。
世界のGNP構 成 と1人当たりGNP
GNP構 成比(%) 1人 当 た りGNP
(1980年 ドル価 格)
・96・年i・98・ 矧2… 鮒 ・96・刺 ・98・年12… 年
日 本



























*1960年 については1人 当た りGNPを1980年 ドル価格 に換 算 して示 した
。
**先 進工業国全体 の構 成比が約5%低 下 してい るのは
,発 展途上 国の構 成比の増大 に よって
いるo




































ス ペ イ ソ
オ ー ス トラ リア
オ ラ ソ ダ
ス ウ ェー デ ソ
ス イ ス
ベ ル ギ ー
オ ー ス トリア
デ ン マ ー ク
ノ ル ウ ェー
フ ィソ ラ ソ ド
ト ル コ
ギ リシ ャ
ニ ユー ジー ラ ン ド
ポ ル トガ ル
ア イ ル ラ ソ ド
ル ク セ ンプ ル ク

























1人 当た り国民所得(ド ル)
ア メ リ カ16,051
ス イ ス14,119
ノ ル ウ ヱ ー13,814
カ ナ ダ1s,464
ス ウ ェ ー デ ン11,964
テ ソ マ ー ク ユ1,226
日 本1ユ,137
ア イ ス ラ ソ ド11,111
ブ イ ソ ラ ソ ド11,100
西 ドイ ツ10>160
オ ー ス ト ラ リ ア9,751
ル ク セ ソ フ ル ク9,563
フ ラ ン ス9>247
オ ー ス ト リ ア8,776
オ ラ ソ ダ8,554
ベ ル ギ ー7,964
イ ギ リ ス7,900
ニ ュ ー ジ ー ラ ソ ド7,068
イ タ リ ア6,275
ア イ ル ラ ン ド5,109
ス ペ イ ン4,378
ギ リシ ャ3,307
ポ ル トガ ル2,023
ト ノエ1コ1,053
(出 所)日 本 は,国 昆 所 得 部推 計,"MainEconomiclndicators",1986年11月 号
(OECD)
世 界 のGNP構 成 と1人 当 りGNPの 変 化 をみ
る と,日 本 は1960年 の世界 のGNPの3%か ら80
年 に10%,2000年 に12%と な る。そ れに対 して ア
メ リカは,そ れ ぞれ 同年 に33%,22%,20%と 低
下 し,今 後 も低下 す るで あ ろ う。1人 当 りのGNP
(1980年 ドル価格)を み て も 日本 は,1960年 に1,175
ドル,85年 に10,600ド ル と上 昇 し,2000年Y'21,200
ドル と着 実 に上昇 す るで あろ う。 ア メ リカは,そ
れ ぞれ7,169ド ル,12,300ド ルで あ り,2000年 に
は17,000ド ル にな るであ ろ う(第1表)。 だ が1987
年4月16日,OECDが 発表 した86年 の第3・4半
期 の統 計 に よる と,最 近 の為 替 レー トで1人 当 り
GNPを 換算 す る と,日 本 は18,100ド ル で,ア メ
リカは17,700ド ル とな り,ア メ リカを抜 いて いた
ことに な る。1ド ル140円 で換 算す る と,1人 当
りの 日本 のGNPは,21,000ド ル にな る。文 字 通
り,世 界一 で あ る。
1985年 のOECD諸 国 の国 内総 生産(名 目GDP)
と1人 当 り国民所 得 をみて もわか る よ うに,ア メ
リカ,日 本,西 ドイ ツ,フ ラソス,イ ギ リス,イ
タ リア,カ ナ ダとい う順序 にな ってい る が(第2
表),前 述 した よ うに,日 本 は,1ド ル140円 で換
算す る と,い まや 第1位 とな った。 もちろん,1
人 当 りの 国民 所得 の順位 をみ るだ けで は,経 済 力
の中味 はわか らない。 と くに 日本人 の個 人生 活 に
おけ る家計 をみ る と,住 宅 費,教 育費,交 通 費,
税 金 の比重 がか な りの負担 にな って い るので,国
民 生活 の質 が 向上 した とは いえ ないで あろ う。 こ
の点 は改め て検討 す る。
世界 経済 の中 で,日 本 の経済 力が一流 にな り,
世界経済の中の日本経済の課題
対外貿易黒字の増大,企 業 の海外進出 も増大 した
こと自体を,本 当に歓迎すぺきなのであろ うか。
今 日いわれる国際化 とは,資 本の国際化であ り,
経営の国際化 であ り,商 品の国際化であ り,通 貨
の国際化 である。 こ うした国際化 の一方には文化
の国際化s人 間の国際化,市 民の国際化,草 の根
の国際化を伴 うものである。本来文化,教 養の国
際化 の中で,経 済 の国際化が正 しく位置づけ られ
なければな らない。現実は逆 の方向に進 んでいる。
たとえばいま国際金融の自由化の中で,東 京,
ニ ューヨーク,ロ ソ ドンが世界の金融情報の三大
中心地 とな り,東 京は国際機 関投資家の利殖活動
の役割を担 うことにな った。だが この傾 向は,国
内的には,東 京拠点中心主義の思想を作 り出 し,
東京都お よび周辺地域の地価 の高騰 となって表面




主,大 手不動産業,大 手銀行が一体 とな って土地
の狂乱価格 を生みだ した。1987年 は,「 土地問題」
が焦点 となった。その具体的解決策を,土 地価格
騰貴地域の自治体 は,100m2以 上の取引に対す る
登録制を義務づけ,土 地価格の下落をめ ざしてい
るo
ここでいいたい ことは,世 界経済 の中での 日本
経済の位置づけを,東 京が世界3大 金融市場 のひ
























〔出所〕 朝 日新聞,1987年10月13回 号。
(注)東 京駅 を中心4r首 都圏 を八方位 に分 け,圏 内の調査地 点の平均上昇率 を求めた。数
字 は前回調査(62年3月)比,%。()内 は前年岡月調査(61年9月)比,%。*は
調査地 点のない圏内,△ はマイナ ス上昇 を示 す
一6 世界経済の中の日本経済の課題
第3表 アメリカと日本の対外資産負債残高 単位:億 ドル
対 外 資 産
公 的 資 産
(準備資産)
民 間 資 産
直 接 投 資
証 券 投 資
非銀行部門
銀 行 部 門
対 外 負 債
公 的 負 債
民 間 負債
直 接 投 資
証 券 投 資
非銀行部門
銀 行 部 門
対外純資産
公 的 部 門
民 間 部 門
直 接 投 資
証 券 投 資
非銀行部門
銀 行 部 門
ア メ リ カ 日 本




































































































































当 って特 徴的 な点 は,ア メ リカ と日本 の 対 外 資
産 ・負債残 高 が対 照的 にな った こ とであ る。
第3表 をみ て もわ か る よ うに,ア メ リカの対外
資 産 〔公 的資産 と民間 資 産(直 接投資,証 券投資,
非銀行部門,銀 行部門か らなる)〕は,ユ983年 の8,938
億 ドル,84年 の9,147億 ドル,85年 の9,524億 ドル
と着 実 に増 加 してい るが,1960年 代,70年 代,世
界0を 誇 った直接 投資 の伸び に比較 す る と,停 滞
してい る。 これ に対 して証 券投 資 をみ る と,84年
か ら85年 にか け て40%近 く伸 び てい る。 日本 の対
外資 産 は,83年2,720億 ドル,84年3,412億 ドル,
85年4,377億 ドルで,毎 年400億 ドルか ら900億 ド
ル近 く増 加 して い る。 直接 投資 も着実 に増 大 して
い るが,証 券 投 資 の増 加 が 目立 ってい る。
一方 ,対 外 負債 をみ る と,ア メ リカは,83年 が
7,876億 ドル,84年8,864億 ドル,85年 が1兆598
億 ドル と増加 し,な か で も民 間 負債 が84年,85年
U.S.DepartmentofCommerce:SurveyofCurrentBusiness,June1986.
急 速 に増 加 して い る。 これ は,明 らか に,ア メ リ
カの貿 易赤字 幅 の増 加 と連関 して い る。 日本 は,
83年,2,347億 ドル,84年2,669億 ドル,85年3,079
億 ドル と増 加 してい る。民 間負債 は,ア メ リカほ
どで ない もの の,こ の3年 間 に平 均約400億 ドル
の増 加 であ る。 この 負債 は,発 展途 上 国,中 進 国
へ の銀行 に よる債務 の増 加 とみ て よい であ ろ う。
以上 の対 外資 産 ・負債 残 高 を相殺 した対外純 資
産 の特徴 的 な点をみ る と,1985年,ア メ リカの対
外純 資産 が,マ イ ナス1,074億 ドルで,と くに公
的 部門 の マイナ スが大 きい。 これ に対 してs1985
年 の 日本 の対外純資 産 は プ ラス1,298億 ドルで あ
る。 と くに民間 部門 におけ るプ ラス1,044億 ドル
が 目立 って い る。
1985年 は,ア メ リカが世界 一 の債務 国家 にな っ
た のに対 して,日 本 が世界 一 の債権 国家 にな った






















































































































































(6月 末)の 対外 純資産 は,そ れ ぞれ851億 ドル,
303億 ドル で あ るか ら,文 字通 り,日 本 は,世 界最
大 の債権 国家 にの し上 った のであ る(第4表 参照)。
日本 の場 合,対 外 資産 残高 中,証 券 投資 の割 合が
高 く,26%で,ア メ リカは10%に す ぎ な い(第5
表)。 と くに,1984年 以降 の 日本 の対外 貿易 黒字 の
80%が 対 ア メ リカ貿易 黒字 に よって い る。 それ は
ア メ リカの高 金利 に よって,短 期資 本流 出 に よっ
て拡 大 した と考 え られ る。 さ らに 日本 の場合,直
接 投資 の割 合 が,11%に 対 して,ア メ リカは26%
に達 して い る。 つ ま り,日 本 の対外 資産 の4分 の
1が 証券投 資 であ るの に対 して ア メ リカは4分 の
1が 直接 投資 であ る。 この ことは,ア メ リカ系 多
国籍企業 以外 の生産 部門へ の投 資活 動が 旺盛 で あ
る ことを示 し,日 本の場 合 は,財 テ クに よる利 殖
活動 を続 け てい る こ とを意味 す る。恐 ら く,今 後,
日本 の直接 投資 は 拡大 して い くであ ろ う。
な お今 後 ア メ リカの経常 収 支 の赤字基 調 が続 く
とすれ ば,1990年 には1兆 ドル の債 務超 過 に な る
で あろ う。 と ころ で,ユ985年 に ア メ リカは1,074
億 ドルの債 務 国家 にな った。 アメ リカは,ブ ラジ
ルの960億 ドル,メ キ シ コの880億 ドル,ア ル ゼソ
チ ソの420億 ドル の累 積債 務残 高 以上 の 負債 を抱
え なが ら5),ど うし て債 務支 払不能 にな ら な い か
であ る。 周知 の よ うに,途 上 国,中 進 国 の対 外債
務 は,す べ て ドル建債 務 のみが累 積計 算 され,自
国通 貨建 て債 務 を含ん で いな いか らであ る。 わ か
りやす く表 現 すれぽ,ア メ リカは 自国通 貨 ドル 建
8 世界経済の中の日本経済の課題
て で対 応で きるのに対 して,ブ ラジル,メ キ シ コ
な どの累 積債 務 国は,自 国通 貨を ドル に換算 して
支 払わ なけれ ば な らないか らで あ る。 ドルの価値
が 低下 すれぽ,そ れだ け債 務 は累 積す る ことにな
る。 ア メ リカは,膨 大 な借金 を抱}な が らも,支
払 不能 者 にな らな いのは,前 述 した よ うに基 軸 通
貨 が ドル であ るか らで あ る。だ が,ド ル本位 体 制
を維持 して も,さ らに 国際 収支 が悪化 し,日 本 や
西 ドイ ツの短期 資 金に依存 で きな くなれば,ド ル
の価値 は,さ らに暴 落す る ことは間違 いない であ
ろ う。そ れ は大 恐慌 を もた らす 要因 に な るで あろ
う。
日本 の対外資 産 が,世 界 第1位 にな った のは,
日本 の対 外貿 易 に占め る位置 が大 き くな った か ら
で あ る。 とくに,対 外貿 易黒 字 の持 続性 が,そ れ
を裏 づ けて い る。 例えぽ 世界 の製 品輸出 に おけ る
主要 国 の 占有 率 をみ る と,1979年 の世界 製 品輸出
9,450億 ドルを100と した場合,日 本 は10.4%,ア
メ リカ12.1%,西 ドイ ツ15.5%,フ ラソス7.8%,
イ ギ リス7.2%,イ タ リア5.6%(そ の他省略)で あ
った のが,1985年 の世界 製 品輸出総 額1兆1,975
億 ドルを100と した場 合,日 本 は14.1%,ア メ リ
カ12.aO+西 ドイ ツ13.2%,フ ラソス6.0%,イ ギ
リス5.5%,イ タ リア5.6%で あ る6)。 い まや 日本
は,ア メ リカ,西 ドイ ツを抜 いて,世 界一 の輸 出
国 にな った ので ある。 この点,ア メ リカ,EGか ら・
日本 に対 して内需 を拡大 し,外 国 か らの輸入 品を
増 加 すべ きであ る とい う主張 が出 てい るの は当然
で あ ろ う。 ここで も,日 本 の対外経 済政 策 のあ り
方 が間わ れ てい る。
1986年 の 日本 の輸 出額 は,2,111億 ドル,輸 入
は1,097億 ドルで あ る。 貿 易収支 黒字額 は,1,014
億 ドルで,前 年比,約450億 ドル増 の黒 字 であ り,
同年 の対米黒 字 は,515億 ドルで あ り,対EC黒
字 は約170億 ドルで あ る。 ア メ リカ,EGが,日 本
の貿易 黒字 を批判 す る根拠 は ここに あ る。
(4)発 展途上国への経済協力は本物か
一方 日本は発展途上国に対してどのよ うな貢献
をしてい るのか。い うまで もな く,1970年 代にな
って発展途上国は,一 貫 して,先 進国に対 して・
1次 産品の価格安定化補償制度,累 積債務の凍結,
技術i援助,財 政金融i援助,国 際経済政策決定過程




'協力協定に対す る途上国の評価は厳 しい。 とくに
資源の恒久自主決定権の要求は先進国の多国籍企
業 のあ り方を迫 った ものであった。発展途上国は,
世界経済の中での経済自立のための援助 と貿易を
中心 とす る先進国 との経済協力を要請している。
さらに1983年,1987年 の国連貿易開発会議 は,先
進国に対して一貫 して,累 積債務の凍結,X次 産
品の価格の安定,保 護貿易 より自由貿易,財 政 ・
金融,技 術援助を要求 している。
こ うした背景の中で,日 本は発展途上国に対 し
てどの ような経済協力を実行 しているかが,つ ね
に問われている。
とくに1980年 代に入 って,レ ーガン政権の途上
国に対す る ドル高,高 金利政策は,1次 産品価格
を低下 させ,交 易条件を悪化 させ,極 端な不等価
交換を強いた。 したが って途上国,中 進国の累積




年に7,020億 ドル,83年 に8,430億 ドル,84年 に
8,950億 ドル,85年 に9,920億 ドル,86年 になん と
1兆350億 ドルである。87年 には,1兆800億 ドル
と予測されている。 この問題は,世 界経済に とっ
て も日本経済に とって も重要課題である。
こ うした世界経済における深刻な発展途上国経
済に対 して,日 本は,ど の ような経済協力をして
いるのか。市場経済の中で,日 本の政府がどのよ
うに対応しているかである。すでに日本の市中銀







84年150億7,000万 ドル と年 々増加 した 。1985年 の
ユ12億4,200万 ドルにつ い てみ る と,そ の中味 は,
直接 投 資,2国 間証券 投資,国 際機関 へ の融資参
加 な どの民 間 ベ ースの経済 協 力実績 の合計額 が77
億4,700万 ドルで,全 体 の68%を 占め てい る。 そ
れ に対 して,政 府 開発 援助 の実績 は,約38億 ドル
で全 体 の33.8%で あ る。 日本 の途上 国へ の経済 協
力の姿 勢 は,近 年 民 間資本 ベース の比 重 が高 く,
政 府開 発援助 が後 退 して きて い る。そ れ は政 府 開
発 援助 の対GNP比(%)を み る と,1983年0.32%,
84年0,34%で あ った のが85年 に は,0.29%と 低率
にな って い る(第7表)。 これ には,日 本 の国家 財
政 の縮 小均衡政 策,と くに不 況 期 におけ る予算圧
縮 に よる といわれ るが,日 本 政 府 の公 的援 助額 はs
対GNP比 でみ る限 り,少 な い といわ ざ るを}な
い。10年 前 に示 した 国際 公約 の水 準,す な わ ち
0.7%に 近 づ け る努 力をすべ きであ ろ う。 第7表
をみ て もわ か る よ うに,ア メ リカ の0.24%に 学ぶ
第6表 わが国の経済協力実績
g_..,.
べ きではない。1985年 の統計によると,フ ランス
α78%,オ ラソダ0.91%,西 ドイ ツ0.47%,イ ギ
リス0.34%,カ ナダ0.49%と 比較 して 日本の割合
は低い。 こうした国ぐにに学ぶべ きである。
途上国全体 としての1次 産品の需要は低下 し,
価格 も不安定である。最近 の圏立 った動 きをみる
と,ア ジアの新興工業 国(NICs)な どを中心 とす
る発展途上国は,先 進 国への工業製品の輸出を増
加 させている。OECD加 盟国の製品輸入額 に占め




業製品輸出に よって外貨を稼 ぎ,国 内開発を志向
す る途上国のニーズに先進国は答えるべ きである。
したが って,政 府開発援二助は,途 上国の近代化の
ためにも重要な役割を果 している。 日本は経済大
国になった以上,途 上国の自立 と連帯のために も,
(単位 百万ドル)


























































































































































































































































































































































































































ア メ リカ合 衆 国















































〔出所〕 通商産業省 「1986年経済協力 の現状 と問題 点」),rよる。DAC=開 発援
助 委員会,OECDの 下部機 構。1年 超過,純 実行額 である。
政府開発援助を増額す ると同時に,民 間の投資に




主,対 等,互 恵の経済協力を着実 に進めるべ きで
あろ う。「新植民地主義 」の市場獲得主義は や め
るべ きであろ う。現地住民の生活に対応した経済









昭和61年 度の 日本経済を重厚に論じた 『経済白
書』(経 企庁)は,日 本経済が 「構造転換期」にあ
ることを強調した。それは,「 国際経済環境 の 厳
しさ等に伴い対外不均衡是正 の必要性が高 まって
いることと,円 高への企業の対応」が巧みであ っ
た ことを強調した。『白書』は こうした構造 転 換
が 日本に とって避け られないし,従 来の外需依存




ともあれ,昭 和61年 度の 『経済白書』の問題意
識は,日 本経済の構造転換 にある。その一貫した
主張は,先 進国間の国際収支不均衡を是正するこ





に物価上昇 と金利上昇を もた らし,さ らに債務累
積途上国 も,金 利の上昇で,マ イナスのイソパ ク
トを うけるとい うのである。 とくに 『白書』の発
想は,ア メ リカ経済の建て直 しのために,日 本が
積極的に協力してい くとい う考え方に立 っている。
それ もアメ リカの財政赤字,貿 易赤字の本質問題
を避けて,当 面の国際収支不均衡の是正に,日 本
は,内 需拡大 のための産業構造 の調整に積極的yY
取 り組むべ きであるとい う発想である。それは,
つ ぎの表現に示されて い る。「経常海外余剰での




回の緊急経済対策 もこうした目的に沿 った もの と
言える。それは経済的 と同時に政治的に保護主i義
を封 じるとい う意味を強 く持 っている。言い換}
れぽ,自 由貿易な り,国 際通貨制度は一種 の国際








どの ような事態になるかの認識はみ られない。 ア
メリカの国際収支の赤字について責任を もって対
応す るとい う姿勢だけでなくrそ の中味について,
先方にい うぺ きことをいい,対 等,平 等の経済協
力関係の問題意識を もった 「地域 に根ざした内需
拡大 」を志向し,両 者の経済摩擦改革の姿勢をも
つべ きなのである。
とくに通貨制度の改革への提言な し で,「 ドル
体制」を盲 目的に維持 し,そ のマイナスを 日本や
西 ドイ ツが負担す るとい う発想は,ア メ リカの経
済体質のために もよくない発想である。いま必要
な ことは,前 節で も述べた ように,ア メ リカが直
面 している財政赤字,貿 易赤字,家 計赤字の3大
病をみずか らの政策で改革す る要求をだすべ きで
あ る。 こうした3大 病が ドル体制を弱体化 してい
るのである。 ドル本位体制の改革を迫る提言を,
『白書』はど うしてしないのか。そのことがアメリ
カの ドル本位通貨制度の改革にな り,ま たアメリ
カ経済を活性化す る道で あ り,日 本,ECと の対
等,互 恵の 「相互協力」の経済を発展す ることが
で きるのである。 この点,『 白書』 の問題意識 は,
アメリカに対 して,き わ め て,「 依存的」体質を
もった発想であるといわ ざるをえない。
ところで,問 題は,日 本が経済大国,つ ま り生
産 カー流の構造を もつ ことY'よ って,世 界的に注
目されているが,同 時に,国 内においてはどのよ
うな構造にな っているのか。経済水準 「一流 」と
生活水準 「二流」の矛盾 した 日本経済の構造を,
政策的に克服することが,日 本経済の課題であ り,
世界の中での日本経済のあ り方 を示す ことになる
のではないであろ うか。
② 円高構造下の経営含理化と雇用問題
こうした視点か ら,雇 用,国 民生活の諸問題 に
ついて検討す る。
一11一
前述 した 『白書』 は,雇 用問題の対応 の一環 と
して昭和60年 秋以来の ドル安 ・円高の過程におけ
る雇用問題を こう述ぺてい る。
「(昭和)60年 秋以来の急速かつ大幅な為替 レ ー
トの修正によ り,既 にみた ように輸出型製造業 を
中心に産業構造の調整が急速に進め られ雇用調整
が行われてお り,一 方,非 製造業では国内需要を
中心にサー ビス業 などで労働需要には根強いもの
があるが,そ の多 くはパ ー トであ った り,特 殊技
能を要 した り,地 域に偏 りがあった りしてお り,
スムーズに労働の移動が進んでい るとは雷い難い。
加えて,急 速 な人 口構成 の高齢化や産業構造の変
化,ま た,OA化 など技術革新の急速な進展から
企業 に求め られ る人材の質が変化 してきてお り,
地域間,年 齢間,業 種間などで労働需給 の ミスマ
ッチが増大 してお り失業の増加 とそ の長期化が生
ず る可能性が高い9)」。こうした ミスマ ッチに対応
す るための対策をきめこまか く叙述 している。 こ
の点は評価 してよい。だが,そ の認識は,地 域経
済のニーズに対応 した雇用対策ではない。 ここに
問題がある。現実の 日本経済は,き わめて厳 しく
進んでいる。
1986年 は,円 高 ドル安 の構造の もとで,電 機,
自動車,機 械 などの産業 が極端な打撃を うけ,き
び しい合理化をせ まられ,そ の二つが地域経済に
おける一時的,部 分的 「空洞化」現象を もた らし
た。 とくに1960年 代の成長産業は造船,鉄 鋼,石
油化学,ア ル ミ製錬 などであ りsい わゆ る重厚長
大型産業であった。 こ うした成長産業は1973年 末
の第1次 オイルシ ョックに直面し,打 撃を うけ,
79年 の第2次 オイルシ ョックの中で,合 理化再編
成を余儀な くされた。その後の再建にあた っては,
新しい構造調整を迫 られた。78年 に,「 構造不況」
業種に対 しては,「 特定不定産業安定臨時措置法」
が5年 の時限立法で制定 された ことは記憶に新 し
い。それは,過 剰設備の処理をす る目的で,平 電
炉,ア ル ミ製錬,合 繊,造 船,尿 素製造,段 ボー
ル厚紙な ど14種 が最終的に政策対象 とな り,設 備
処理に政府か ら税制,財 政,金 融の優遇措置を う
けた。 さらに5年 後の改正新法として 「特定産業
構造改善臨時措置法」が制定 され,構 造的不況に
一一12一 世界経済の申の日本経済の課題
よる経 営悪化 した大企 業 の救済 を図 った。
そ の後,1985年 秋 以降,円 高 ・ドル安 不 況に直
面 した。 石炭,鉄 鋼,造 船 な どの産業 の合理 化 は
進 み,雇 用 問題 が 深 刻 に な った。例 えぽ,非 鉄
(同和鉱業,三 菱金属,三 井金属鉱業,日 本鉱業,東 亜
亜鉛など),鉄 鋼(新 日本製鉄,日 本鋼管,住 友金属,
神戸製鋼所な ど),造 船(日 立造船,三 井造船,石 川島
播磨重工業,川 崎重工業,来 島 ドック),海 運 な ど の
各 部 門の大手 企業,関 連 中小企業 で はか な りの合
理 化,人 べ らしを実行 した 。 さ らに洋食器,刃 物,
織 物,陶 磁 器 な どの全 国各 地 の地 場産 業 では,転
業,休 廃業 件数 が増加 した 。民 間信用 調査 機関 の
帝 国 デ0タ バ ソ クの 情 報(朝 日新聞,1987年10月13
日)に よる と,全 国 の355産 地 組合(加 盟数48,878社)
を対 象に実 態調 査 を した結 果,1985年10月 か ら87
年8月 までの1年11か 月 でみ ると,倒 産 が272件
に対 して,転 業540件,休 業504件,廃 業2,105件
で あ った。 円高 不況 に よって,転,休,廃 業 は倒
産 の11.6倍 とな り,組 合 の加盟 業者 の1割 弱が,
何 らか の形 で,そ れ まで の仕事 に見 切 りをつ けて
いた 。
業 種や地 域 に よ り,後 継 者難 な どで転 廃業 す
る ケース もあ る もの の,や は り目立 った の は円高
の影 響 であ り,愛 知 県陶磁 器工 業 では,円 高 に よ
る売 り上 げ減 に伴 い廃業19件,倒 産11件 を出 して
い る。三 河綿 ス フ織 物構造 改 善工業 組合 で も輸 出
比率 が25%か ら10%に 落 ち込 み,廃 業 が34件,転
業 が1件 あった。 また輸 出主体 の新 潟県 燕市 の 日
本 金 属 洋食器工 業組 合 で も,輸 出比 率が76%か ら,
87年 上半 期 に41%に 低下 した 。地域 別 の倒産 に対
す る転 休,廃 業 の倍率 は,中 国地 区 で,転,休,
廃(計373件)が 倒 産(8件)の46.6倍 とな った のが
最 高 で,中 部地 区25.4倍,東 京 地 区22倍,関 東 地
区17倍,近 畿 地区15倍,北 陸地 区5.9倍,東 北 地
区3.1倍 で あ る。
こ うした円 高不況 のイ ンパ ク トは,輸 出関連 産
業 の経営 の合理 化,完 全 失業率 の増 大 とな って表
面 化 した。 例 えば,1986年 の完全失 業者 は167万
人 で,85年7月 と比べ て22万 人 増加 し,完 全失 業
率2.9%で あ り,こ れ は1953年 以来 の高 水準 で あ
る。87年 の1月 に,3.0%,同 年5月 に,3.2%を
記録した。87年7月 に,部 分的景気回復に よって
2.7%に やや低下 したが完全失業率が3%台 に な
った点を注 目したい。
世界一流の生産 力を発揮するようになった 日本
経済の構造は必ず しも磐石な体制でな く,か な り
脆弱な体質を もっている。





絶えず激 しく変動す る。円高 ドル安の不況に対 し
て,政 府は内需拡大策 によって,景 気回復を とり
もどすための財政,金 融政策を展開す る。 とくに
本年5月 のサ ミッ トにおける6兆 円の内需拡大策
は,8月 になって,市 況上昇をみるようにな った。
とくに住宅関連投資が進行する中で,そ れは木材,
鉄鋼関連産業の収益回復がでてきた ことに表面化
した。ユ987年8月 末には,前 述の鉄鋼,造 船,化
学,非 鉄金属な ど重厚長大型企業の業績が好転 し
ている点である。 これには,労 働者の整理,設 備
の合理化 といった背景があった。労働者の犠牲な
しには考えられない。 とくに新 日本製鉄,日 本鋼
管,三 菱重工業,日 本軽金属,昭 和電工などの大
手企業は,経 常利益が大幅に増加す るであろ うと
いわれている10)。
円高 ドル安の構造 の中で,政 府の内需対策によ
って,構 造不況業種 の景気回復がみ られたが,本
格的 に景気が定着 した とはいえないであろ う。に
も拘 らず,87年8月14日 に経済企画庁は,法 人企
業動 向調査(1987年6月1日 調べ)を 発表 した。 こ
れに よると,企 業経営は景気に明るい見通 しを持
ち,設 備投資計画を上方修 正 し,1987年(1～12
月)の 全産業の設備投資計画は,前 年 比6.5%増
になった。 この中で も,設 備投資のけん引車にな
った金融 ・保険が20%の 伸び,不 動産,運 輸 ・通
信,電 力が10%を 超えている。 これ ら業種を中心




,全 体 として0.3%増 であるが,
世界経済の中の日本経済の課題
中で も食品,印 刷 ・出版,紙 ・パル プな どの内需
型産業はニ ケタ台の伸びを示 してい る。 こうして
み ると,景 気回復は,住 宅関連産業を中心に,全
分野に拡大す る可能性を もって い る が、1ド ル
120円 の水準にな ると,不 況感をもた らすで あ ろ
う。
だが景気回復過程 の中で,建 築関連の資材 の値
上げ,卸 売物価の1%ア ップ,土 地価格の騰貴,
私鉄,JRの 運賃値上げの申請が,物 価高を 招 来
している。 こんご輪入品価格が低下 して も,物 価
問題が再燃す る可能性 もある。
(3)為 替差益 の還元 と物価 問題
日本経済は円高 ドル安で,輸 出関連企業は為替
差損を うけたが,輸 入関連企業 などは,為 替差益
を うけたのである。 とりわけ,電 力,ガ ス,石 油
関連企業,食 品,飼 料,輸 入機械,航 空 機(大 手
商社),薬 品,食 肉,木 材,皮 革など輸入企業は円
高差益を うけ,さ らに大手不動産,証 券企業 など
も,実 質的にアメ リカでの金利上昇に もとつ く利
子率差益を うけた。1ド ル160円 のi基準で計算し
て も,差 益還元額は14兆1,000億 円にな り,還 元
部分は54%程 度であるといわれているu)。
こうした円高差益 の還元によって,物 価の低下
を もた らす メカニズムを示 して,国 民生活の安定
をはか るべ きであったが,政 府は,こ の点を政策
として十分 に示 さなか った。 とくに,国 民生活に
おける円高差益還元が具体的に示 されなか った点
に問題がある。経企庁の調査 で は,標 準家庭(夫
婦子供2人 の4人 家庭)で の月平均食料費 支 出9万
円の中,約5,000円 が差益還元費だ とい うが,具
体的に示 されていない。
「社会経済国民会議」(稲葉秀三議長)は 「円高の
差益還元 で経済を立て直 す べ き だ」(朝 日新聞,
1987年1月14日)と 提言 した。 この報告書に よると
86年 度の円高差益は10兆 円以上出ているが,そ の
うち ガス料金や電力料金の引き下げで4兆 円強が
国民に還元 された。だが残 りの6兆 円以上が還元
されず,政 治家,企 業経営,流 通機構 に吸収 され
た とい う。一方,前 にふれた経済企画庁の試算に
よると,還 元額は消費支出,投 資,輸 出の各物価
一 ユ3一
上昇のす う勢 と比べた低下幅か ら求め られている
が,7兆6,000億 の還元 の 中 味 は,消 費で3兆
4.000億 円,投 資で2兆2,000億 円,輸 出で2兆 円
である。 さらに国産品の輸入 コス ト比率は,商 品
部門ごとに産業連関表を使 って試算 している。た
とえば製材 ・合板 ・チ ップは40.6%と 高いが,家
具では16.7%で ある。少 し具体的に示す と食パソ





である。推計すると,1ド ル140円 の為替 レー ト
で計算す ると20兆 円になるであろ う。 この還元額
を内需拡大,消 費価格の低下 にまわすべ きである。
1986年 日本生協連の試算では,家 計に還元され
た額は,月 平均で電気500円,ガ ス600円,ガ ソリ
ン1,100円,灯 油250円 などで,合4,000円 程度に
す ぎず,差 益還元額の10%に すぎないのではない
か といっているQ一 方,1986年 に民間企業が実施
した都内サ ラリーマン家庭 の主婦のアソケー ト調
査 によると,赤 字家庭 は47%で あるとい う。消費
者物価が安定 しているにもかかわ らずs実 質所得
が増大しなか ったのは,賃 上げ率が低かった こと
や,租 税負担率が高い こと,住 宅費,教 育費負担
もかな り高か った ことに よるものであることがわ
か った。
こうしてみ ると,日 本経済は,世 界一の債権国
家,1人 当 りのGNP第1位 国家にのしあが り,
対外的に強い円になったが,国 内的には弱い円の
経済体質である。家賃の高 負担,牛 肉,コ メなど
の国際価格の4～5倍 増な どをみ る限 り,国 内的
には円の価値は弱い。生産力は一流になったが,









こ うした傾 向 は,1985年9月 か ら急激 に進 んだ
円 高を背 景 に,輸 出関連 製造 業を 中心 に賃金 が伸
び 悩み,失 業 率 も3%台 に伸 びた 。だ が 「内需拡
大 」 な どで,1987年7月 に は,「 景気 回復 」の 中
で,2.7%台 に低下 した 。だ が,そ の構 造 は,き
わ め て不 安定 で あ る。
1ド ル100円 前 後に なれば,輸 出型製 造業 は,
よ り厳 し くな り,完 全失 業率 は3.5%台 にな るだ
ろ う。企 業 の海外進 出 に伴 う国 内企 業 の部分 的空
洞 化現 象 もお こるで あろ う。
ところで,1986年 に限 定 して分析 してみ る と,
1986年 の全 国勤労者 世帯 の1か 月 あた りの実 質収
入 は45万2,342円 で85年 と比較 す ると,1.8%増 加
した。 同年 の消費者 物価 の上 昇は,0.4%で あ る
か ら,実 収入 の伸 び率 は1.4%と な った。 だ が可
処 分所 得 は1.2%の 実質増 で,あ ま り高 くな い。
だ か ら消費 支 出の伸 び率 も,名 目で1.4%,実 質
で1.0%と 低 い(第2図)。
だ が,生 活実 感か らいえぽ,豊 かな気分 に な っ
て いな い。 前 節で示 した よ うに地価 の高騰,劣 悪
な居住 環境,長 い労 働時 間 な どをみ る と,リ ッチ
で はな い。 と りわ け労働 時間 につ いてみ る と,日
本 の所 定 内労働 時間 は年 間1,950時 間で あ る。 と
ころが ア メ リカは1,742時 間,イ ギ リス は1,708時
間,西 ドイ ツは1,535時 間,フ ラソスは1,579時 間
(1986年,労 働省調査)で あ る。
賃 金が 高 くな った とい って も,労 働時 間の比較
で は,後 発 先進 国 であ る。 当面 西 ドイ ツ並 み の水
第2図
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準 を 目ざす ことであ る。
0方 ,『 国民 生活 白書』(1987年 度)は,金 融資産
の蓄積 状況 を欧米 と比較 して い る。1人 当 りの金
融資 産残 高1976年 末時点 で,ア メ リカ13,299ド ル,
イ ギ リス4,586ド ル,西 ドイ ツ6,959ド ル に対 し
て 日本 は6,338ド ルで あ った。 ア メ リ カ の2分
の1で あ った。 そ れが1984年 末時点 で は ア メ リ
カ28,565ド ル,イ ギ リス10,826ド ル,西 ドイ ツ
10,481ド ル に対 して,日 本 は17,532ド ルで あ り,
イ ギ リス,西 ドイ ツを抜 いた。1ド ル120円 で換
算す る と,ア メ リカに近 い。 金融資 産か ら金融 負
債 を控除 した純 金融 資産 の可処 分所 得 に対 す る倍
率 でみ ると,き わ めて高 貯蓄 率で あ る。 この理 由
に は,老 後 の生 活,教 育 費,住 宅所 得費 な どを予
め 自前 で準備す る とい う経 済 活動 の表 われ で あ る。
福祉 の社会 的解 決 の貧困 に対す る不 満 の表 明 であ
り,福 祉 の 自己 負担 的解 決の強要 を意味す る。
土 地 な どの有 形資 産 を含め て家計 のバ ラソスシ
ー トを 国際的 に比較 す る と,日 本は土 地 の割 合 が
高 く,金 融 資産 の ウェー トが低 い(第3図)。1984
年 末 時点 で一世 帯当 りの資 産総額 は,ア メ リカの
4,100万 円に対 して 日本 は3,600万 円 であ る。 とこ
ろが そ の うち の ウェー トは ア メ リカが6.9%に 対
し 日本 はなん と45.2%で あ る(同 上白 書 「エ コノ
ミス ト」毎 日新聞社,1987.11.3.114ペ ージ)。
さ らに,大 企 業 と中小企 業 の賃 金格差 をみ る と
(第8表),1984年 で,1,000人 以上 の企業 を100と
した場 合,100^-999人 の企業 は(55～59歳)81で あ












名 目指数(前 年基準)101.6÷ 総 合物価指数(前 年基 準)100。4瓢1.012












































第3図 土地のウェー トが大 きい我が国の家計資産
日本(f9$4年)
合 計15,909千 円 合言fl5,909千F月











































































〔出 所 〕 『エ コ ノ ミス ト』1987年11月3日 号,115ぺ:i。
第8表 大 企 業 と小 企 業 の 賃 金 の 格 差(全 調 査 産 業,男 子)
(1,000人 以上 の企i業を100.0と した場合)




































































労働 省 「労 働統計要 覧」(1986年 版)に よる。1970年 はサ ー ビス業 を除 く。原資 料は 「賃金構造
基本 統計調査」。所定 内給与額 についての絡差。
社 会保障 費 につ いてみ る と,1983～84年 度 で,日
本 は 国民1人 当 り279,000円 で あ るの に対 して,
ス ウ ェーデソ867>000円,フ ランス720,000円,西
ドイ ツ714,000円,ア メ リカ679,000円,イ タ リア
X69,000円,イ ギ リス437,000円 であ る(第4図)。
社 会保 障費 の1人 当 り支 出が いか に低 いかがわ
か る。そ の他,生 活環 境 の問題,教 育 問題 な どを
取 り上げ る と,依 然 として 国民 の生活水 準 は,高
くない。だ か らとい って,こ れ まで,「 中流 意識 」
が定着 しつつ あ る とい う総 理 庁 の考え方 や一 部経
済 学 者 の考 え方 を否 定 して い るのでは ない。 そ う
い う意 識 を作 りだ して い るのは,マ ス コ ミであ り,
大企業の宣伝であるといわざるをえない。たしか
に 「中流意識」が80%に なっていることは認め る。
それは,国 民があくせ くと働いて来た結果なので
ある。だが依然 として都市環境,ま ちづ くり,ア
メニュテ ィの向上,異 常な情報 の利殖化現象を ど
うす るかを政策担当者は真面 目に考えてほ しい。
わた くしは,す でにこ うした政策課題へ の対応
策を提示 してきた。いまその基本系体は正当性を
もっていると考えている。




















資 料 は ス ウ ェ ー デ ン:TheCostandFinancingoftheSocialServicesinSweden
1983,YearbookofNordicStatistics1984&85,ア メ リ カ 合 衆 国:SocialSecurity
Bulletin(AnnualStatisticalSupplement,1986),StatisticalAbstractofthe
UnitedStates1986,目 本:社 会 保 障 年 監(1986年 版),他 はEUROSTAT,Theme3
PopulationandSocialConditionsSeriesFRapidreportsSocialProtection2
1986(ESSP-ROS)26.09.1986.日 本 は 広 義 の 社 会 保 障 費 用,他 も こ れ に 準 ず る 。 ス ウ ェ
ー デ ン
,フ ラ ン ス,イ タ リ ァ は1983年,他 は1984年,換 算 率 は ス ウ ェ ー デ ン:1クmナ
31.30円,西 ド イ ツ:1マ ル ク8.10円,フ ラ ン ス:1フ ラ ン31.71円,ア メ リ カ:1ド ル
238.50円,イ タ リ ァ:1リ ラ0.16円,イ ギ リ ス:1ポ ン ド324.86円(各 年6月 末 日)。
1)U.S.DepartmentofCommerce;SurveyofCurrent
Business,Oct.ユ987.
2)森 田明彦 「信 用基 盤の脆 さ露呈 した米国経済」『エ コ ノ ミ
ス ト』11月3日 号 。
3)1929年 と1987年 とが共通 してい る点 は株価変動 にあ る。ニ
ューヨ・一クダ ウが1987年 ピー クを付 け た8月25日(2,722ド
ノレ4セ ン ト)か ら508ド ルの大暴落 を し た10月19日 の 「暗い
月曜 日」 まで55日 を経過 し た。1929年 の ピー ク時点 は9月
3日 であ り,そ れか ら55日 た った10月28日 に 「暗 い木 曜 日」
を迎 えた。下 け幅 は今 回が1日 で22.6%に 対 して29年 は28,
29の2日 間で23/,良 く似 てい る。暴落後,2日 続 伸,3日
目反落 とい うパ ターン も似 てい る(「日本経済新 聞,1987年,
11月2日 号)。1929年 恐 慌は信用取引 の急 変が引 き 金 になっ
た。各国が保護主 義的金融政策 を とり,資 金移動が 円滑F'ゆ
か なか った 。当時はr金 本位制」 であ り,中 央銀行は通貨発
行 分だけ金 の保有 を義務づけ られて いた 。従 って貿易黒字 に
なる と金 の流 入がお こ り,通 貨供給 量 も増 大 し国際収支 が均
衡す る とい うメカニズ ムで あった 。各国は金を仲立 ちに して
交換 レニ ト(為 替 相場)を 決 めていた。 ところが 当時 の基 準
通 貨 は ポ ン ドで あ り,イ ギ リス は ポ ン ド高 政 策 を と った の で,
輸 入 が 増 大 して も手 持 ち の 金 が減 らず,国 内物 価 が 高 止 りしr
貿 易 赤 字 が 雪 だ る ま式 に膨 ん だ 。 一 方 ア メ リカ は,貿 易 黒 字
が 拡 大 して い く中 で,株 式 投 機 熱 を冷 や す た め,28年 後 半 か
ら金 融 引 き締 め を 実 施 し,内 需 不 振 か ら黒 字 は さ らに 拡 大 し
た 。 高 金 利 め ざ し海 外 か ら資 金 も流 入 し た 。 こ うした 中で,
起 った の が株 価 暴 落 で あ る(同 上)。




7)拙 著 『世 界 経 済 の 再 建 』21～22ペ ー ジ 。
8)昭 和62年 度 「経 済 白 書 総 特 集 」『エ コ ノ ミス ト臨 時 増 刊1987
年 』119ペ ージ 。
9)同 上,273ペ ー ジ。
10)日 本 経 済 新 聞,1987年10月18日 号 。
11)朝 日新 聞,1987年1月27日 号 。1985年10月 か ら87年9月 の
2年 間 の 差 益 は25兆2900億 円,還 元 率2年 間 で67%で あ る
(経 企 庁)。 国 民 生 活 へ の還 元 は 不 十 分 で あ る。
(以 上 文 中 以 外 の 参 考 資 料)(1987.11.15.脱 稿)
